
（環境省２７ー㊸）

基準年度 目標年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- 3市町村 8市町村 10市町村 － － －

－ 3市町村 6市町村

－ － 36か所 36か所 － － －

6か所 16か所 30か所

当初予算額

24年度 25年度 26年度 27年度

(1)
放射性物質汚染廃棄物処
理事業
（平成23年度）

55,006
（9,308）

91,367
（23,610）

145,913
（40,071）

138,681 1・２ 復219

(2)

事故由来放射性物質に汚
染された一般廃棄物処理
施設の解体･整備作業マ
ニュアル策定事業

－
39
（34）

40
(17)

29 1 復227

55,006
（9,308）

91,406
（23,644）

145,953
（40,088）

138,710

対策地域内廃棄物処理計画 政策評価実施予定時期 平成28年6月

平成27年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標10-1　放射性物質により汚染された廃棄物の処理 担当部局名
大臣官房廃棄物・リサ
イクル対策部指定廃棄
物対策担当参事官室

　　　作成責任者名
　　　　(※記入は任意）

指定廃棄物対策担当
参事官

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要 放射性物質汚染対処特措法の円滑な施行等により、放射性物質により汚染された廃棄物の適正な処理を推進する。
政策体系上の
位置付け

１０　放射性物質による環境の汚染への対処

達成すべき目標
避難指示解除準備区域及び居住制限区域における帰還の妨げとなる廃棄物（対策地域内廃
棄物）を撤去し、仮置場への搬入を完了する。
最終的には、放射性物質に汚染された廃棄物を適正に処理する。

目標設定の
考え方・根拠

0市町村 24年度 10市町村 27年度

測定指標 基準値 目標値

・対策地域内廃棄物処理計画（平成25年12月一部改定）において、避難指示解除
準備区域及び居住制限区域における帰還の妨げとなる廃棄物を速やかに撤去し、
仮置場への搬入することを優先目標として進めていくと規定されているため。

2

＜対策地域内廃棄物・指
定廃棄物＞
仮置場の確保・仮設処理
施設の設置数

0か所 23年度 36か所 27年度
・仮置場の確保及び仮設処理施設の整備により、対策地域内廃棄物と指定廃棄
物の処理が進んでいるため、設置された市町村数を目標値や実績値として設定。

1
帰還の妨げとなる廃棄物
を撤去し、仮置場への搬
入が完了した市町村数。

汚染廃棄物の処理を行った廃棄物処理施設の事故由来放射性物質による放射性物質の挙動を把握し、廃棄物処理施設の解体・整備
作業マニュアルを策定して、適切な解体・整備作業が確保されるよう情報提供を行う。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
関連する
指標

達成手段の概要等
平成27年

行政事業レビュー
事業番号

「放射性物質汚染対処特措法」に基づき、環境の汚染による人の健康又は生活環境への影響を速やかに低減することを目的として、対
策地域内廃棄物及び焼却施設の焼却灰等の指定廃棄物を適切かつ迅速に処理する。

別紙１



1
追加被ばく線量が年間２０ミリ
シーベルト以上の地域

2
追加被ばく線量が年間２０ミリ
シーベルト未満の地域におけ
る、年間追加被ばく線量

3
中間貯蔵施設の整備及び除
去土壌等の搬入の推進

当初予算額

24年度 25年度 26年度 27年度

(1)
放射性物質により汚染さ
れた土壌等の除染の実施
（平成23年度）

281,312
(180,204)

475,427
（462,239）

395,780
(383,688)

415,333 1,2, 環境10

(2)
中間貯蔵施設の整備等
（平成23年度）

584
(188)

2,618
（2,237）

212,511
(156,379)

75,800 3 環境05

281,896
(180,392)

478,045
(464,476)

608,291
(540,067)

491,133

除染に伴って大量に発生する除去土壌等を、安全に集中的に管理・保管するための中間貯蔵施設の整備に向け、用地交渉、中間貯蔵施設の建設を
行うとともに、除去土壌等の輸送を実施する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

骨太の方針２０１５
「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂（2015年6月閣議決定）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 関連する
指標

達成手段の概要等
平成27年

行政事業レビュー
事業番号

放射性物質汚染対処特措法の内容を迅速に実施し、いち早く事故による汚染を除去するため、除染特別地域における国による除染、汚染状況重点
調査地域における地方公共団体による除染の支援等を行う。

総合的・重層的な放射線
防護措置により個人が受
ける年間追加被ばく線量
1ミリシーベルト以下を目

長期的な目標 今後の避難解除、復興に向けた放射線防護に関する基本的な考え方について（原子力安全委員会）、放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針

中間貯蔵施設の整備及
び除去土壌等の搬入

長期的な目標 放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針、輸送実施計画

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

当該地域を段階的かつ
迅速に縮小

（ただし、線量が高い地
域は長期の取組が必要）

各自治体の特別地域内
除染実施計画に定めると

おり
放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針、特別地域内除染実施計画

施策の概要 放射性物質汚染対処特措法に基づき、除染等の措置等を迅速に実施する。
政策体系上の
位置付け

１０．放射性物質による環境の汚染への対処

達成すべき目標
東京電力福島第一原子力発電所の事故によって放出された放射性物質による環境の汚染が
人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減する。

目標設定の
考え方・根拠

今後の避難解除、復興に向けた放射線防護
に関する基本的な考え方について、
放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方
針、
各市町村毎の特別地域内除染実施計画、
「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴
う放射性物質による環境汚染の対処におい
て必要な中間貯蔵施設等の基本的考え方に
ついて」等

政策評価実施予定時期 平成28年６月　

平成27年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１０－２　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等 担当部局名

放射性物質汚染対
策担当参事官室
中間貯蔵施設担当

参事官室

　　　作成責任者名
　　　　(※記入は任意）

秦　康之
永島　徹也
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（環境省２７－㊺）

基準年度 目標年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

10 20 20 20 － － －

15 20 22

- - 80% 80% － － －

- - 92%

- - 100% 100% － － －

- - 100%

当初予算額

24年度 25年度 26年度 27年度

(1)
核燃料サイクル関係推進
調整等委託費
（平成12年度）

0.25
（0.12）

0.25 0.23 0.23 2 0316

(2)
原子力被災者に対する健
康管理・健康調査
（平成23年度）

1,900
（1,100）

1,050 2,309 2,255 1,2,3 0317

1,900
（1,100）

1,050 2,309 2,255

東海村ウラン加工施設の臨界事故による周辺住民の健康不安の解消を図るため、東海村及び那珂市において希望者に対する健康相
談及び心のケア相談等を行う。

福島県民の健康管理及び健康不安の解消のため、健康管理を実施する県民健康管理調査費用を補助するとともに、県民健康管理調
査の前提となる、放射線による健康影響に関する調査研究、被ばく線量評価に関する研究調査、安心・リスクコミュニケーション事業を行
う。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

帰還地域に帰還した又は帰還を検討する住民を支える相談員に、健康不安等の相談に関
する科学的技術的な知見を提供できるよう、専用照会窓口の整備や研修等で相談員を支
援する拠点を整備するとともに、相談内容の現状や課題を把握し、支援のあり方を検討す
る必要がある。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 関連する
指標

達成手段の概要等
平成27年

行政事業レビュー
事業番号

3
対応率（％）
（相談員支援センターにお
ける相談対応）

100% 24年度 100% 毎年度

事故初期のヨウ素等の短半減期核種等について検証し、外部被ばく線量と内部被ばく線量
の推計を実施し、被災者の線量評価システムの構築等を行うとともに、被災者の健康管理
に資する放射線の健康影響に関する研究調査、被災者の健康不安対策に資する放射線
の健康影響に関する研究調査等を行う必要がある。

2

受講者満足度（％）
（保健医療福祉等関係者
研修会、住民セミナー平
均）

92% 26年度 80% 毎年度
統一的な基礎資料の情報を更新し、公開及び配布するとともに、住民からの相談に対応す
る保健医療福祉関係者、教育関係者、地元自治体関係者等への研修、講師等への研修や
福島県（隣接県の県境部を含む）住民向けセミナーを行う必要がある。

1

研究の採択等件数
（被ばく線量評価、健康影
響、健康不安対策等に関
する調査研究）

15 24年度 20 毎年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要

今般の福島原発事故を受け、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付金を交付するなど、原子力被災者の
健康の確保に必要な事業を中長期的に実施する体制整備を支援した。さらに、原子力被災者の健康確保に万全を期す
ため、福島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価、人材育成、リスクコミニュケーションの推進等の国として
実施すべき事業を行う。

政策体系上の
位置付け

１０．放射性物質による環境汚染への対処

達成すべき目標 原子力被災者の健康確保、健康不安の解消
目標設定の
考え方・根拠

福島復興再生特別措置法及び同法に基づく
福島復興再生基本方針

政策評価実施予定時期 平成28年6月

平成27年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１０－３　放射線に係る一般住民の健康管理・健康不安対策 担当部局名
環境保健部放射線
健康管理担当参事
官室

　　　作成責任者名
　　　　(※記入は任意）
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